




















別紙８

成果目標の計上方法

１ センター利用者数（出前研修除く）

屋外及び屋内施設の一般利用者、団体研修受講者の合計を計上してください。

なお、アウトリーチ活動として行う出前型研修の受講者数は除きます。

（過去の実績）

平成１９年度 ３７，８７９人

平成１８年度 ３４，９９４人（平成１８年９月から指定管理者制度導入）

２ 指導者養成・資質向上講座受講者数

指導者の養成及び資質向上を目的とした講座への参加者数を計上してください。

なお、指導者とは、講師として研修等を実施する者の他、地域・職場内等で交通安

全を推進する立場にある者を含みます。

３ 利用者（研修受講者）満足度

団体研修受講者（一般利用者を除く）に対し、研修の内容や講師の態度などを項目

としたアンケートを実施していただきます。そのうち、評価を５段階（非常によい・

よい・普通・悪い・非常に悪い）とした総合評価項目において、上位二つ（非常によ

い・よい）と回答された状態を「満足度が高い」と判断します。

（過去の実績）

平成１９年度 ９６．５％

平成１８年度 ９６．０％（平成１８年９月からの実績）
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1 事業計画の内容が、県民の平等な利用を確保することができるものであること。

審査項目 審査基準 備考 配点 ウェイト

管理運営の基本方針が県の基本方針と合致しているか 1(3) 10

施設の特性や業務内容を理解しているか 全般 10

指定管理者としての意欲や熱意、責任が感じられるか 〃 10

②利用者の公平公正な利用について 社会的弱者への配慮等、利用者の公平､公正な利用について考慮しているか 〃 10

③企業（団体）の社会的責任 企業（団体）倫理、法令遵守、環境配慮への対応は適切か 〃 10

50 10点

2 事業計画の内容が、施設の効用を最大限発揮できるものであり、県民サービスの向上を図ることができるものであること。
審査項目 審査基準 備考 配点 ウェイト

参加・体験・実践型の研修について、具体的な方策が提案されているか 4(1)① 10

指導者養成・資質向上について、具体的な方策が提案されているか 〃 10

出前型研修について、具体的な方策が提案されているか 〃 10

情報・資料の収集について、具体的な方策が提案されているか 4(1)② 10

ホームページの管理・運営について、具体的な方策が提案されているか 〃 10

展示スペースの活用について、具体的な方策が提案されているか 〃 10

施設のＰＲ活動について、具体的な方策が提案されているか 〃 10

施設機能向上に向けた具体的な方策が提案されているか 4全般 10

施設の効用を高めるため、他の機関や団体との連携が具体的に提案されているか 〃 10

④事業評価及び利用者の声の把握
自己評価の体制、利用者の声の把握及び事業への反映などサービス向上のための積
極的な姿勢が見られるか

4(1)④ 10

施設運営の成果目標が適切に設定されているか 4(2) 10

独自の数値目標が適切に設定されているか 4(1)④ 10

120 50点

3 事業計画の内容が、施設等の適切な維持管理を図ることができるものであること。
審査項目 審査基準 備考 配点 ウェイト

維持管理事業は管理基準を満たし、必要な維持管理レベルを保つものであるか 4(1)③ 10

施設の維持管理に係る効率的で安定的な取組は提案されているか 〃 10

利用者の安全確保、事故防止策は具体的で効果的なものか 4(1)④ 10

危険個所・破損個所・不良個所の発見やその措置は適切な提案がなされているか 〃 10

③個人情報保護、情報公開
個人情報保護、情報公開を積極的に行う体制がとられているか、職員への教育、研修
方法は適切な提案がなされているか

3(3)、(4) 10

④県の施策への配慮 人権尊重、男女共同参画など、県の施策について配慮された提案となっているか 3(5) 10

60 10点

4 指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基礎を有していること。
審査項目 審査基準 備考 配点 ウェイト

①職員の雇用形態、勤務形態、業務内容 組織体制及び責任体制が効率的かつ適切なものとなっているか 4(1)④ 10

②職員の配置、勤務ローテーション 人員配置及び勤務体制が適切なものとなっているか 〃 10

③職員の人材育成、研修計画等 人材育成方針、研修体制が効果的かつ適切なものとなっているか 〃 10

④持続的・安定的に運営できる財政的基盤 施設を継続的・安定的に運営できる能力があるか － 10

40 20点

5 事業計画の内容が、施設等の管理に係る経費の縮減を図るものであること。
審査項目 審査基準 備考 配点 ウェイト

収入・支出の積算と提案事業内容との整合性が図られているか 6 10

提案された事業が十分実施できる収支計画となっているか 〃 10

②コスト削減の考え方 コスト縮減が十分に図られているか 〃 10

30 10点

※「備考欄」は募集要項の主な関連項目です。 合計 300 100点

小計

小計

小計

①施設の維持管理に関する業務

小計

三重県交通安全研修センター指定管理者審査基準

①管理運営の総合的な基本方針

①交通安全に関する教育の実施に関する業
務

②交通安全に関する情報・資料の収集及び提
供に関する業務

③利用者サービス向上につながる独自の提
案

⑤成果目標と独自の数値目標

②利用者の安全確保策、事故防止策、危険
箇所等の発見やその措置

①収支計画の積算の考え方

小計
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管理に関する協定書（標準案）

基本協定書（標準案）

三重県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、三重県○○○

センター条例（平成○年三重県条例第○号。以下「センター条例」という。）第○条の規定

に基づき、三重県○○○センター（以下「センター」という。）の管理業務に関し、次のと

おり基本協定を締結し、信義に従い誠実に履行するものとする。

第１章 総則

（管理の基本方針）

第１条 乙は、管理業務を実施するにあたっては、センターが公の施設としての公共性を

有することを十分に理解し、その趣旨を尊重しながら、自らの創意工夫を活かし、セン

ターの設置目的に従って施設の効用を最大限に発揮させ、甲がめざす施策の実現に寄与

するとともにセンターの利用者に対するサービスの向上及び経費の縮減を図り、もって

県民福祉の一層の増進を図るものとする。

（管理業務）

第２条 センター条例第○条で規定する乙が行う業務（以下「管理業務」という。）の内容

は、次のとおりとする。

（１）○○事業の実施に関する業務

（２）センターの施設及び設備（以下「管理施設」という。）の利用の許可等に関する業

務

（３）センターの利用料金の収受等に関する業務

（４）センターの管理施設の維持管理及び修繕に関する業務

（５）前各号に掲げる業務のほか、甲がセンターの管理上必要と認める業務

２ 前項各号に掲げる業務の細目である業務仕様書は、別記１のとおりとする。

３ 甲は、施設の良好な管理状況を確保するため、乙が行う管理業務について適正な成果

目標を設定することとし、その内容は別記２のとおりとする。

（管理物件）

第３条 管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設並びに器具

及び備品（以下「管理備品」という。）からなり、その内訳は別記３のとおりとする。
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２ 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理するとともに、常に良好な状態

に保つものとする。

３ 乙は、管理物件を前条で定める業務以外の目的に使用してはならない。ただし、あら

かじめ甲の承認を得たときは、この限りでない。

（指定期間）

第４条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、平成○年○月○日から平成○年○月

○日までとする。

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。

（指定管理料）

第５条 甲が乙に支払う指定期間における指定管理料の総額は○○○○円（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）以内とする。

２ 甲は、管理業務の実施に要する費用として、毎年度、甲の予算の範囲内で指定管理料

を乙に支払う。

３ 甲が乙に対して支払う毎年度の指定管理料の支払額、支払時期及び支払方法について

は、別途事業年度毎に締結する協定（以下「年度協定」という。）により、毎年度定める

ものとする。

（県施策への配慮）

第６条 乙は、管理業務を実施するにあたっては、人権尊重社会の実現、男女共同参画社

会の実現、持続可能な循環型社会の創造に向けた環境保全活動、ユニバーサルデザイン

のまちづくり、次世代育成支援、地震防災対策等の県が推進する施策への取組等に配慮

するものとする。

第２章 管理業務の実施

（法令等の遵守）

第７条 乙は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、関係法令、センター条例並びに

本協定及び年度協定を遵守するとともに、三重県○○○センター指定管理者募集要項（附

属書類、図面等を含む。以下「募集要項」という。）及び三重県○○○センター指定管

理者事業計画書（以下「事業計画書」という。）に従い、善良なる管理者の注意をもっ

て、管理業務を実施しなければならない。

２ 前項で掲げる文書間に矛盾又は齟齬がある場合は、前項で掲げる順にその解釈が優先

されるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、事業計画書において募集要項を上回る水準が提案されてい
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る場合は、事業計画書に示された水準によるものとする。

（開館時間及び休館日における変更等）

第８条 乙は、センター条例第○条で規定するセンターの開館時間又はセンター条例第○

条で規定する休館日について、センター条例に定める範囲内で変更しようとするときは、

変更しようとする日の○月前までに甲の承認を受けるものとする。

２ 乙は、前項の規定により、開館時間又は休館日を変更する場合は、施設利用者への十

分な周知を図らなければならない。

（利用の許可等）

第９条 乙は、センター条例第○条に規定する利用許可、センター条例第○条に規定する

利用許可の取消し等の手続について、三重県行政手続条例（平成８年三重県条例第１号。

以下「行政手続条例」という。）の規定に従わなければならない。

２ 乙は、行政手続条例に基づき作成する審査基準、標準処理期間、不利益処分に係る処

分基準等（以下「基準等」という。）について、事前に甲の承認を受けて、管理業務を開

始する日までに定めるものとする。

３ 前項で作成した基準等については、施設利用者への十分な周知を図らなければならな

い。

４ 乙は、利用許可にあたっては、あらかじめ甲の承認を受けた取扱基準を利用者に明示

し、適正に運用するものとする。

（文書等の保管及び保存）

第１０条 乙は、乙の従業員が管理業務の実施に伴い作成し、又は取得した文書、図画、

写真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。）であって、乙の従業員が組織的に用

いるものとして乙が保有しているもの（官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不

特定多数の者に販売することを目的として発行されるものを除く。以下「管理文書」と

いう。）について、文書の管理に関する規程を別に定め、これにより適正に管理すること

とし、指定の期間が満了し、又は指定が取り消されたときは、管理文書の管理について

甲の指示に従うものとする。

（情報の公開）

第１１条 乙は、三重県情報公開条例（平成１１年三重県条例第４２号）の趣旨にのっと

り、乙の保有する管理業務に係る情報の公開に関し、次に掲げる措置を講ずるための規

程を整備し、管理業務を開始する日から乙の保有する管理業務に係る情報の公開を実施

するものとする。
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（１）管理文書の開示請求に関する措置

（２）前号の措置に対する異議の申出に関する措置

（３）情報提供に関する措置

（４）その他乙の保有する管理業務に係る情報の公開を実施するために必要な措置

（５）乙が指定管理者でなくなった後の前各号（第３号を除く。）に掲げる措置

２ 乙は、前項の規程を定め、改め、又は廃するときは、あらかじめ甲と協議し、その承

諾を得るものとする。

３ 乙は、指定期間が満了した日又は第３３条の規定に基づき指定が取り消された日の属

する年度の翌年度の４月１日から起算して５年を経過する日までの間は、第１項第５号

に掲げる措置を講ずるものとする。

（個人情報の保護）

第１２条 乙は、管理業務を実施するにあたり取り扱う個人情報については、別記４「個

人情報の保護に関する事項」によらなければならない。

（利用料金の決定等）

第１３条 乙は、センター条例第○条の規定に基づき、センター条例に定める金額の範囲

内において、あらかじめ甲の承認を受けて、利用料金の額を定めるものとする。

２ 乙は、前項の利用料金の額を変更しようとするときは、額を変更しようとする日の○

月前までに、変更後の利用料金の額、変更すべき理由等、甲の指定する事項を記載した

書面により、甲に申し出て、甲の承認を受けなければならない。

３ 乙は、センター条例第○条の規定により利用料金を減免するときは、あらかじめ減免

の基準を明確にしておくものとする。

４ 乙は、前３項の規定により利用料金の額を設定し、若しくは変更し、又は減免する場

合は、施設利用者への十分な周知を図らなければならない。

（目的外使用）

第１４条 乙は、管理業務以外の目的で施設を使用する場合は、地方自治法第２３８条の

４第４項の規定に基づき、あらかじめ甲の許可を受けなければならない。

（第三者による実施）

第１５条 乙は、事前に甲の承認を受けた場合を除いて、管理業務の一部を第三者に委託

し、又は請け負わせてはならない。

２ 乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用において

行うものとし、当該管理業務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により

生じた損害については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害とみなして、
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乙が負担するものとする。

（秘密の保持）

第１６条 乙の役員及び職員並びにこれらの者であった者は、管理業務を実施するにあた

り知り得た秘密を第三者に漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない。指定

の期間が満了し、又は指定が取り消された後においても同様とする。

２ 乙は、乙の従業員に対し、管理業務に従事する期間及び従事しないこととなった以後

の期間において、管理業務に関して知り得た秘密を第三者に漏らし、又は自己の利益の

ために使用しないよう、必要な措置を講じなければならない。

（施設利用者の意見等の反映）

第１７条 乙は、施設で提供するサービスの向上等の観点から、アンケート等により施設

利用者の意見等を把握し、その後の管理業務への反映に努めるものとする。

（経理の区分）

第１８条 乙は、管理業務に関しては、専用の口座を開設するとともに他の事業から区分

して会計を設け、経理を明確にしなければならない。

２ 乙は、事業年度毎に収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況

を明らかにするとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならな

い。

（監査の実施等）

第１９条 乙は、地方自治法第１９９条第７項、第２５２条の３７第４項又は第２５２条

の４２第１項に基づき、監査委員、包括外部監査人又は個別外部監査人が管理業務に係

る出納その他の事務について監査する必要があると認めるときは、その実施について協

力しなければならない。

（管理備品の取扱い）

第２０条 乙は、故意又は過失により管理備品を毀損し、又は滅失したときは、甲に報告

したうえでこれを弁償し、又は自己の費用で当該管理備品と同等の機能及び価値を有す

るものを購入し、若しくは調達しなければならない。この場合において、購入し又は調

達した管理備品の所有権は、甲に帰属するものとする。

２ 乙は、前項により管理備品を購入し、又は調達したときは、速やかに甲に報告しなけ

ればならない。

（管理施設の形質変更等）
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第２１条 乙は、管理施設の形状、形質等を変更してはならない。ただし、甲の承認を受

けたときは、この限りでない。

２ 乙は、天災地変その他の事故により管理施設を損壊し、又は滅失したときは、遅滞な

くその状況を甲に報告しなければならない。

（緊急発生時の対応）

第２２条 指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害（以下「事故等」という。）

の緊急事態が発生した場合は、乙は速やかに適切な応急措置を行うとともに、甲その他

の関係者に対して緊急事態が発生した旨を通報し、必要な措置について甲と協議しなけ

ればならない。

２ 事故等が発生した場合、乙は甲と協力をして事故等の原因調査にあたるものとする。

（リスク分担）

第２３条 管理業務を実施するにあたり支障を生じさせるおそれのある事項（以下「リス

ク」という。）の分担については、別記５「リスク分担表」のとおりとする。

２ 前項に定める事項以外の不測のリスクが生じた場合は、甲乙協議のうえ、リスク分担

を決定する。

３ 前２項のリスク分担により発生する補償又は賠償の方法及び費用については、甲及び

乙が誠意を持って協議し決定する。

（損害賠償）

第２４条 乙は、管理業務を実施するにあたり、乙の責めに帰すべき事由により、甲又は

第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、

甲は乙に対して求償権を有するものとする。

（不当介入への対応）

第２５条 乙は、管理業務を実施するにあたり、暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団関係者（暴対法第２条第６号に規定する暴力

団員のほか、暴力団、暴力団員に協力し、若しくは関与する等これと関わりを持つ者又

は集団的若しくは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組織の関係者として警

察等捜査機関からの通報があった者若しくは警察等捜査機関が確認した者をいう。以下

同じ。）又は暴力団関係法人等（暴力団又は暴力団関係者が、経営若しくは運営に実質的

に関与していると認められる法人等）による不当介入（乙に対して行われる契約履行に

関する不当要求（応ずべき合理的な理由がないにもかかわらず行われる要求をいう。）及
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び妨害（不法な行為等で、管理業務の履行の障害となるものをいう。））を受けたときは、

次の義務を負うものとする。

（１）断固として不当介入を拒否すること

（２）警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること

（３）甲に報告すること

（４）暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたことにより管

理業務に支障が生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、甲と協議を行うこと

第３章 管理状況の把握等

（業務計画書の提出等）

第２６条 乙は、甲に提出した事業計画書をふまえて、毎事業年度、甲の指定する内容を

記載した業務計画書を作成のうえ、前年度の○月末までに甲に提出し、その承認を得な

ければならない。

２ 甲は、前項の規定により提出された業務計画書について、必要があると認めるときは、

乙に対してその変更を指示することができるものとし、乙は合理的な理由がある場合を

除いてそれを拒むことはできない。

３ 乙は、第１項の規定により提出した業務計画書を変更しようとするときは、甲の承認

を得なければならない。

（業務報告書の提出等）

第２７条 乙は、甲が指定する項目について、毎月、業務報告書を作成して、翌月○日ま

でに甲に提出しなければならない。

２ 甲は必要があると認めるときは、業務報告書の内容又はそれに関連する事項について、

乙に対して報告又は説明を求めることができる。

３ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前２項に掲げるもののほか、管理業

務の実施状況及び乙の経理の状態に関し、必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査

し、又は必要な指示をすることができる。

（事業報告書の提出等）

第２８条 乙は、毎事業年度終了後○月以内に次に掲げる項目を記載した事業報告書を作

成し、甲に提出しなければならない。

（１）管理業務の実施状況及び利用状況

（２）センターの利用料金の収入の実績

（３）管理業務に関する経費の収支状況

（４）成果目標及びその実績
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（５）管理業務に関する自己評価

（６）その他甲が必要と認める事項

２ 乙は、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算

して○月以内に、当該年度の当該日までの間の事業報告書を甲に提出しなければならな

い。

（実施状況の調査、指示等）

第２９条 甲は、乙が前条により提出した事業報告書により、乙が行う管理業務の実施状

況について確認を行うものとする。

２ 甲は前項における確認のほか、乙による管理業務の実施状況等を確認し、又はそれら

の評価を行うことを目的として、随時、管理物件に立ち入ることができる。この場合に

おいて、甲は乙に対して管理業務の実施状況、収支の状況等について説明を求めること

ができる。

３ 乙は、前項による甲の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてそれを

拒むことはできない。この場合において、乙は、必要とされる関係書類を速やかに提示

するなど甲が実施する調査に対して誠実に対応しなければならない。

４ 前３項による調査等の結果、乙による管理業務の実施の状況が、別記１で掲げる業務

仕様書で示したサービスや維持管理などの基準を満たしていない場合等は、甲は、乙に

対して管理業務について必要な指示又は改善勧告（以下「指示等」という。）を行うこと

ができる。

５ 乙は、前項による指示等を受けた場合、速やかにそれに応じなければならない。

第４章 管理業務の終了

（引継ぎ）

第３０条 指定期間の満了又は指定の取消しなどにより乙の管理業務が終了する場合は、

管理業務に係る債権及び債務の引継ぎに関しては、甲及び乙が協議のうえ、乙は、甲又

は甲が指定するものに適正に引き継ぐものとする。

２ その他の管理業務の引継ぎについては、乙は、甲又は甲が指定するものに誠意をもっ

て協力するものとする。

（原状回復義務）

第３１条 乙は、指定期間が満了したとき、又は第３３条の規定により指定を取り消され

たとき若しくは期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、

指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、速やかに甲に明け渡さなければなら

ない。
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２ 前項の規定にかかわらず、乙の申出を甲が認めた場合には、乙は管理物件を原状に回

復することなく、甲が指示した状態で甲に明け渡すことができるものとする。

３ 第１項の場合において、乙が正当な理由なく相当な期間の経過後も管理物件を原状に

回復しないときは、甲は、乙に代わって管理物件を原状に回復するために必要な措置を

講ずることができるものとする。この場合において、乙は、甲の当該措置について異議

を申し出ることはできず、かつ、当該措置に要した費用を負担しなければならない。

第５章 指定の取消し等

（管理業務の継続が困難になった場合の措置等）

第３２条 乙は、管理業務の継続が困難となった場合、又はそのおそれが生じた場合には、

遅滞なく甲に報告しなければならない。

２ 乙の責めに帰すべき事由により管理業務の継続が困難となった場合、又はそのおそれ

が生じた場合には、甲は、乙に対して実地調査を行ったうえで、指示等を行い、期間を

定めて改善策の提出及び実施などを求めることができるものとする。

３ 乙の責めに帰することができない事由により管理業務の継続が困難となった場合には、

甲及び乙は、今後の管理業務の継続の可否について協議するものとする。

（指定の取消し等）

第３３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、指定管理者

の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部を停止することができる

ものとする。

（１）甲に対し、正当な理由なく報告の求め若しくは調査に応じず、又は虚偽の報告をし、

若しくは調査を妨げた場合

（２）乙が、第２７条第３項、第２９条第４項又は前条第２項の規定に基づく甲の指示等

に従わない場合

（３）乙が、本協定若しくは年度協定に定める事項を履行しないとき又は履行できる見込

みがないと認められる場合

（４）乙が、関係法令等並びに本協定及び年度協定の規定に違反したと認められる場合

（５）乙の責めに帰すべき事由により、乙が、センターの指定管理者として管理業務を継

続することができないと認められる場合

（６）役員等（乙が法人である場合には、その法人の役員又はその支店若しくは営業所等

（常時業務等の契約を締結する事務所をいう。）を代表する者を、法人以外の団体で

ある場合には、その団体の代表者又は役員をいう。以下同じ。）が、暴力団関係者で

あると認められる場合

（７）役員等が、暴力団、暴力団関係者若しくは暴力団関係者が経営し、又は運営に実質



別紙１０

的に関与していると認められる法人等を利用していると認められる場合

（８）役員等が、暴力団、暴力団関係者若しくは暴力団関係者が経営し、又は運営に実質

的に関与していると認められる法人等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められる場合

（９）前３号のほか、役員等が、暴力団若しくは暴力団関係者が開催するパーティー等そ

の他の会合（以下「会合等」という。）に出席し、又は自らが開催する会合等に暴力団

関係者を招待するような関係若しくは暴力団関係者と会食、遊戯、旅行、スポーツ等

を共にするような交遊関係などを有していると認められる場合

（１０）乙の経営に暴力団関係者が実質的に関与していると認められる場合。

（１１）「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４

条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を

受けた場合

（１２）前各号に掲げるもののほか、乙が、センターの指定管理者として管理業務を継続

することが適当でないと認められる場合

２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたとき、又は期間を定めて管理業務の全部

若しくは一部の停止を命じられたときは、甲の請求により指定管理料の全部又は一部を

返還するとともに、甲に生じた損害を賠償しなければならない。

３ 甲は、第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一

部の停止を命じたときは、乙に損害が生じてもその賠償の責めを負わない。

第６章 その他

（権利譲渡禁止）

第３４条 乙は、本協定を締結したことにより生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、若

しくは継承させ、又は担保に供してはならない。

（重要事項の変更の届出）

第３５条 乙は、定款、寄附行為、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、

遅滞なく甲に届け出なければならない。

（協定の変更）

第３６条 管理業務の遂行にあたり、その前提条件及び内容が変更したとき又は特別な事

情が生じたときは、甲及び乙は協議のうえ、本協定の規定を変更することができるもの

とする。

（協定の履行等）
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第３７条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、報告及び承認は、本協定に特別の定めが

ある場合を除き、書面により行わなければならない。

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。

３ 本協定の履行に関して甲乙間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を

除き、計量法(平成 4 年法律第 51 号)の定めるところによる。

４ 管理業務に関して甲乙間に争いが生じた場合は、津地方裁判所を専属管轄裁判所とす

る。

（疑義についての協議）

第３８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じたときは、甲及び乙は、

誠意をもって協議を行い、これを決定するものとする。

甲及び乙は、この本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ記名押印の

うえ、各１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 三重県津市広明町１３番地

三重県

三重県知事

乙
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別記１「業務仕様書」

別記２「成果目標」

別記３「管理物件」

別記４「個人情報の保護に関する事項」

１ 基本的事項

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、管理業務の実施にあたっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければならない。

２ 秘密の保持

乙は、管理業務に関して知ることができた個人情報をみだりに（又は甲の承諾なしに）

他人に知らせてはならない。本協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。

３ 収集の制限

乙は、管理業務を処理するために個人情報を収集するときは、業務の目的を明確にす

るとともに、業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により

行わなければならない。

４ 利用及び提供の制限

乙は、管理業務に関して知り得た個人情報を、甲の承諾なしに当該業務の目的以外の目

的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。

５ 適正管理

乙は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人

情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

６ 再委託の禁止

乙は、管理業務を執行するにあたり、個人情報を取り扱う業務を委託する場合には、乙

が承諾した場合を除き、当該受託者から第三者にその処理を委託させてはならない。

７ 資料等の返還等

乙は、管理業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが収集し、若しくは作成

した個人情報が記録された資料等は、本協定が終了し、又は解除された後において直ち

に甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示

に従うものとする。

８ 従事者への周知

乙は、管理業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、その業務に関
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して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと及び当該業務の目的以外

の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関し必要な事項を周知するも

のとする。

９ 保護措置の報告

甲は、必要があると認めるときは、乙が管理業務の執行にあたり個人情報の保護のた

めに講じた措置に関し報告を求め、又は指示することができる。

10 実地調査

甲は、必要があると認めるときは、乙が管理業務の執行にあたり取り扱っている個人

情報の状況について、随時実地に調査することができる。

11 事故報告

乙は、本協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速

やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。
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別記５ 「リスク分担」

負担者
種類 内容

甲 乙

管理施設についての設置基準の変更など、法改正に伴い管理物

件の整備が必要となった場合
○

法令等の変更

上記以外の場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由により周辺住民等に損害を

与えた場合（不適切な管理運営による騒音・振動等の苦情）
○第三者賠償

（※）
上記以外の場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由により利用者に損害を与え

た場合（不適切な施設管理による利用者のけが等）
○

施設利用者への損

害

（※） 上記以外の場合 ○

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増減があった場合 ○ ○

金利変動 金利の変動に伴う経費の増減があった場合 ○

不可抗力
テロ、暴動、天災等により、業務の中止などの履行不能、施設

利用者への損害及び施設・設備の損壊等があった場合
○ ○

県の支払い遅延・不能に関するもの ○
資金調達

上記以外の場合 ○

施設競合 競合施設による利用者の減少、収入の減少があった場合 ○

需要変動 当初の需要見込と実施結果との差異によるもの ○

税制度の変更 税制度の変更があった場合 ○ ○

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 ○

修繕に係る費用が１件当たり○○万円を超えない場合（経年劣

化の場合も含む）
○ ○管理施設の修繕

上記以外の場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 ○

修理等に係る費用が１件当たり○○万円を超えない場合（経年

劣化の場合も含む）
○ ○

備品等の損傷・損

壊・盗難

上記以外の場合 ○

県における協定内容の不履行があった場合 ○
債務不履行

指定管理者の業務及び協定内容の不履行があった場合 ○

情報管理 指定管理者の責めに帰すべき事由により情報が漏洩した場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由により施設等が利用不能と

なった場合
○

管理施設の利用不

能等による収入の

減少 上記以外の場合 ○

指定期間満了時等

の費用

指定の期間が終了した場合、又は指定期間中における指定の取

消しをした場合における業務引継ぎに要する費用
○

（※）指定管理者が加入する保険で対応できる場合は、保険での対応を優先とし、保険金額を超える

部分については、甲及び乙で協議して決定するものとする。
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年度協定書（標準案）

三重県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、平成○○年○

○月○○日に締結した「三重県○○○センターの管理に関する基本協定書（以下「基本協

定」という。）に基づき、次のとおり、平成○○年度における協定書（以下「年度協定」と

いう。）を締結する。

（目的）

第１条 年度協定は、三重県○○○センター（以下「センター」という。）の管理に係る平

成○○年度の管理業務の内容及びその業務実施に要する経費として支払う指定管理料を

定めることを目的とする。

（年度協定の期間）

第２条 年度協定の期間は、平成○○年４月１日から平成○○年３月３１日までとする。

（管理業務の内容）

第３条 甲及び乙は、平成○○年度に実施する管理業務の内容が、別記１に定めるとおり

であることを確認する。

（指定管理料）

第４条 甲は、平成○○年度におけるセンターの指定管理料として、金○，○○○，○○

○円（消費税及び地方消費税を含む。）を支払うものとする。

２ 前項の指定管理料の支払方法は、次のとおりとする。

（１）乙は、毎月末日から○日以内に、当該月の指定管理料の支払いに関する請求書を甲

に送付するものとする。

（２）甲は、当該請求書を受領してから○日以内に乙に対して指定管理料を支払うものと

する。

（疑義についての協議）

第５条 年度協定に定めのない事項に関し疑義が生じたときは、基本協定によることとし、

基本協定に定めのない場合においては、甲及び乙は誠意をもって協議を行い、これを決

定するものとする。

甲及び乙は、この本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ記名押印の

うえ、各１通を保有する。
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平成 年 月 日

甲 三重県津市広明町１３番地

三重県

三重県知事

乙

別記１ 「平成○○年度に実施する業務内容」
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リスク分担表

負担者

種 類 内 容
県

指定

管理者

管理施設についての設置基準の変更など、法改正に伴い管

理物件の整備が必要となった場合
○

法令等の変更

上記以外の場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由により周辺住民等に損害

を与えた場合（不適切な管理運営による騒音・振動等の苦

情）

○第三者賠償

（※）

上記以外の場合 ○

指定管理者の責めに帰すべき事由により利用者に損害を与

えた場合（不適切な施設管理による利用者のけが等）
○

施設利用者へ

の損害

（※） 上記以外の場合 ○

物価変更 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増減があった場合 ○ ○

金利変動 金利の変動に伴う経費の増減があった場合 ○

不可抗力
テロ、暴動、天災等により、業務の中止などの履行不能、

施設利用者への損害及び施設・設備の損壊等があった場合
○ ○

県の支払い遅延・不能に関するもの ○
資金調達

上記以外の場合 ○

施設競合 競合施設による利用者が減少した場合 ○

需要変動 当初の需要見込と実施結果との差異によるもの ○

税制度の変更 税制度の変更があった場合 ○ ○

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 ○

修繕に係る費用が１件当たり 50 万円を超えない場合（経年

劣化の場合も含む）
○

管理施設の修

繕

上記以外の場合 ○ ○

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 ○

修理に係る費用が１件当たり 50 万円を超えない場合（経年

劣化の場合も含む）
○

備 品 等 の 損

傷・損壊・盗難

上記以外の場合 ○ ○

県における協定内容の不履行があった場合 ○
債務不履行

指定管理者の業務及び協定内容の不履行があった場合 ○

情報管理
指定管理者の責めに帰すべき事由により情報が漏洩した場

合
○

指定期間満了

時等の費用

指定の期間が終了した場合、又は指定期間中における指定

の取消しをした場合における業務引継ぎに要する費用
○

（※） 指定管理者が加入する保険で対応できる場合は、保険での対応を優先とし、保険金

額を超える部分については、県及び指定管理者で協議して決定するものとする。


